
平成　 年　 月　 日時点

�

（１）事業概要（１）事業概要（１）事業概要（１）事業概要

�単年度繰返

� 9 年度～

�開始年度不詳

�期間限定複数年度

平成 年度～ 【業務の流れ】

平成 年度まで

（２）トータルコスト（２）トータルコスト（２）トータルコスト（２）トータルコスト

（３）事務事業の手段・目的・上位目的及び対応する指標（３）事務事業の手段・目的・上位目的及び対応する指標（３）事務事業の手段・目的・上位目的及び対応する指標（３）事務事業の手段・目的・上位目的及び対応する指標

ア

イ

ア

イ

　総合体育館の開設時に体力向上・増進を目的に

トレーニングルームを設置した。

　この有効利用に、専門的知識を有したトレーニン

グ指導員を配置することとなった。

　総人口の減少等から、全体的には利用数も微減

の傾向にある。しかし、利用者の割合で捉えると若

い世代の減少が大きい反面、50歳代以上の健康

と体力増加等の健康志向に関心のある世代は増

加している。全体的な傾向としては、「自己を鍛え

る」から「体力の向上・維持」への移行が見られる。

・利用時間を増やしてほしい

・３時間以上使いたい

・１日に２回使いたい

・本格的にやるには物足りない

・利用者間のトラブルがある

・故障の修理に時間がかかる

16,054

（４）事務事業の環境変化、住民意見等（４）事務事業の環境変化、住民意見等（４）事務事業の環境変化、住民意見等（４）事務事業の環境変化、住民意見等

① 開始したきっかけは何か？どんな経緯で始

　まったか？

② 事務事業を取り巻く状況（対象者や根拠

　法令等）はどう変化しているか？開始時期

　あるいは５年前と比べてどう変わったか？

③ この事務事業に対して関係者（住民、議会、事業

　対象者、利害関係者等）からどんな意見や要望が

　寄せられているか？

501 470 550

利用登録者数

(　トレーニングルーム会員数　)

人 14,533 15,034 15,504

上

位

目

的

④ さらに、どんな上位目的に結び付けるのか ⑧ 上位成果指標名（考え方）

・豊かなライフスタイルを構築する「生涯スポー

ツ」の推進に寄与する。 新規登録者数

(　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　)

人 626

24年度 25年度 26年度

単位 （決算） （決算） （決算） （計画） （計画） （計画）

21年度 22年度 23年度

（決算） （決算） （計画） （計画）

イ 継続利用者数（別紙）

（月5回以上利用者数：３カ月分別紙）

・トレーニングルーム利用者が、定期的に運動

を行い、自らによる健康管理と体力づくりを行

う。

・日常生活において、運動するための知識を得

る

ア トレーニングルーム利用人数

（                                      ）

人 37,567 32,806 30,121 38,000

15,034 15,504 16,054

③ 意図（対象がどのような状態になるのか） ⑦ 成果指標名（考え方）

21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度

（計画）単位 （決算）

目

的

② 対象（誰、何を対象にしているのか） ⑥ 対象指標名

21年度 22年度

手

段

① 主な活動 ⑤ 活動指標名

23年度 24年度 25年度 26年度

単位 （決算） （決算） （決算） （計画） （計画） （計画）

　トレーニングルームを利用する市民

トレーニングルーム利用登録者数 人 14,533

・トレーニングルーム新規利用者講習会の開催

・トレーニング指導員による健康体力づくりセミ

ナー開催

ウ トレーニングルームセミナー開催回数 回 20 20 20 20

216 250・トレーニングルーム新規利用者講習会の開催

・トレーニング指導員による健康体力づくりセミ

ナー開催

イ

トレーニングルーム利用人数の内市民

の割合

人

37,567

(30,376)

(81%）

32,806

(27,527)

(84%）

23年度実績（23年度に行った主な活動）

ア 講習会開催回数 回 254 243

30,121

(24,532)

（81%）

38,000

(30,400)

(80%）
24年度計画（24年度に計画している主な活動）

26年度

単位 （決算） （決算） （決算） （計画） （計画） （計画）

0 0

21年度 22年度 23年度 24年度 25年度

延べ業務時間 時間 44 44 44 44

トータルコスト(A)＋(B) 千円 12,808 10,499 10,453 10,778

人件費計  (B) 千円 167 167 167 167 0 0

[人件費]

委託事務（契約）　4時間×2日＝8時間

施設管理（現場確認・クレーム対応）　3時間×12ケ月＝36時間

人

件

費

正規職員従事人数 人 0.02 0.02 0.02 0.02

2,777 3,635 1,711

②延べ業務時間の内訳 事業費計  （A） 千円 12,641 10,332

委託料6,054千円（・トレーニングルーム指導員派遣委託料 5,828千円)

　　　　　　　　　　　(・メニュー作成システム保守点検委託料 226千円）

機器等借上料3,748千円      備品購入費40千円

その他444千円

※財源内訳のその他6,651千円（ﾄﾚｰﾆﾝｸﾞルーム使用料）

事

業

費

財

源

内

訳

一般財源 千円 3,836

10,286 10,611 0 0

地方債 千円

その他 千円 8,805 7,555 6,651 8,900

都道府県支出金 千円

国庫支出金 千円

26年度

① 事業費の内訳（費目等） （決算） （決算） （決算） （計画） （計画） （計画）

単位

21年度 22年度 23年度 24年度 25年度

① 事業期間 ② 事業の内容　※何をどのようにする事業なのか、市民が理解できるよう記述する、行政用語は使わない

　【旭市総合体育館２階トレーニングルーム】

●開館９時～２１時まで、　会員は設備を使用して運動できる。

　①有酸素運動（呼吸しながら普通に運動　例：ウォーキング、エアロバイクなど）、②無酸素運動（例：筋力トレーニング）ができる。

●専門知識の豊富な指導員のもと、一人ひとりの体力に応じたトレーニングメニューの作成や健康相談等も行っている。

●利用料金　・市内１時間２００円（月極２，０００円）　・市外１時間３００円（月極３，０００円）で利用できる。１日最大３時間まで。１５歳

 　以下・医師から指導がある場合は、使うことができない。月曜は休館。

平成

（１）利用前：電話受付　⇒　トレーニングルーム会員申込　⇒　利用者講習会（１人２時間くらい、全機器について説明・問診・審査）

　　  　　　　　⇒　運動指導・体力測定　⇒　メニュー作成　⇒　利用開始

（２）利用中：希望・必要時に助言、指導

（３）利用後：機械の安全確認・清掃・故障の場合は報告

※このほか、年に２回講座（スポーツヨガなど）を開催している。（１講座１時間で１０回程度）

※全体像を記述⇒

施策の展開 1 スポーツ・レクリエーション活動の推進 根拠

法令

なし

基本事業 254 スポーツによる健康・体力づくりの推進

施策 6 生涯スポーツの振興 一般会計 10 05 02

１　現状把握（Ｄｏ）１　現状把握（Ｄｏ）１　現状把握（Ｄｏ）１　現状把握（Ｄｏ）

政策

体系

基本方針 4 心豊かな人と文化を育むまちづくり 予算

科目

会計 款 項

ｺｰﾄﾞ2 ﾄﾚｰﾆﾝｸﾞﾙｰﾑ管理【管理費含む】
主要事業 電話番号 64-1101

ｺｰﾄﾞ1 2190 健康づくり運動推進事業

内線 27

目

平成 23 年度事後評価・決算 事務事業マネジメントシート 

24 8

所属班 体育施設班

6

課 体育振興課

事務

事業名



２　評価（Ｃｈｅｃｋ１）担当者による事後評価２　評価（Ｃｈｅｃｋ１）担当者による事後評価２　評価（Ｃｈｅｃｋ１）担当者による事後評価２　評価（Ｃｈｅｃｋ１）担当者による事後評価

�  見直し余地がある ⇒【理由】

�  結びついている ⇒【理由】

�  見直し余地がある ⇒【理由】

�  適切である ⇒【理由】

�  見直し余地がある ⇒【理由】

�  妥当である ⇒【理由】

�  見直し余地がある ⇒【理由】

�  妥当である ⇒【理由】

�  活動量を増やせば成果は向上する ⇒【理由】

�  活動量を増やさなくても、やり方を工夫することで成果は向上する ⇒【理由】

�  活動量を増やしたり、活動を工夫したりしても、今以上成果は向上しない ⇒【理由】

�  他に手段がある

事務事業名：（ ）

�  統廃合ができる ⇒【理由】

�  連携ができる ⇒【理由】

�  既に統廃合・連携している ⇒【理由】

�  統廃合・連携ができない ⇒【理由】

�  他に手段がない ⇒【理由】

�  削減余地がある ⇒【理由】

�  削減余地がない ⇒【理由】

�  削減余地がある ⇒【理由】

�  削減余地がない ⇒【理由】

�  見直し余地がある ⇒【理由】

�  公平・公正である ⇒【理由】

３　評価（Ｃｈｅｃｋ2）担当課長による評価結果と総括３　評価（Ｃｈｅｃｋ2）担当課長による評価結果と総括３　評価（Ｃｈｅｃｋ2）担当課長による評価結果と総括３　評価（Ｃｈｅｃｋ2）担当課長による評価結果と総括

（２）全体総括（振り返り、反省点）（２）全体総括（振り返り、反省点）（２）全体総括（振り返り、反省点）（２）全体総括（振り返り、反省点）

① 目的妥当性 �適切 �見直し余地あり

② 有効性 �適切 �見直し余地あり

③ 効率性 �適切 �見直し余地あり

④ 公平性 �適切 �見直し余地あり

４　今後の方向性（事務事業担当課案）（Ｐｌａｎ）４　今後の方向性（事務事業担当課案）（Ｐｌａｎ）４　今後の方向性（事務事業担当課案）（Ｐｌａｎ）４　今後の方向性（事務事業担当課案）（Ｐｌａｎ）

（１）今後の事業の方向性（複数選択可）（１）今後の事業の方向性（複数選択可）（１）今後の事業の方向性（複数選択可）（１）今後の事業の方向性（複数選択可） ※２～３年後を目処にした方向性※２～３年後を目処にした方向性※２～３年後を目処にした方向性※２～３年後を目処にした方向性 （３）改革・改善による期待成果（３）改革・改善による期待成果（３）改革・改善による期待成果（３）改革・改善による期待成果

�目的再設定 �行政関与の見直し

�事業のやり方改善による成果向上 �事業統廃合・連携（関連事業： ）

�事業のやり方改善による事業費削減 �事業のやり方改善による延べ業務時間削減

�受益機会の適正化 �費用負担の適正化

�廃止・休止

（２）改革改善案について（２）改革改善案について（２）改革改善案について（２）改革改善案について ※いつまでに、なにを、どうするのか？※いつまでに、なにを、どうするのか？※いつまでに、なにを、どうするのか？※いつまでに、なにを、どうするのか？

（４）改革、改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策（４）改革、改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策（４）改革、改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策（４）改革、改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

①定期的な広報活動（広報誌、市ＨＰ）で、市民の利活用を促す。

②トレーニング機器を活用した効率的かつ効果的な健康体力づくり「ちらし」を定期的に作成配布する。

③指導員派遣委託業務の一本化に向けて、関係する所管課との協議を行う。

④教室を切り離し、他課の類似事業に移行する

低下

①指導員派遣委託業務の一本化については、施設ごとに施策（利用対象者）が異なるため、運用にあたっては所管課との連携が必要となる。

②また、施設が点在するため、緊急時を含む連絡体制の構築が必要となる。

③

④

成果

向上 ○

維持

（廃止・休止の場合は記入不要）

市設置のトレーニング施設

コスト

削減 維持 増加

公

平

性

評

価

⑨ 受益機会・費用負担の

　　適正化余地

事業の内容が一部の受益者に偏っていて

不公平ではないか？受益者負担が公平・

公正になっているか？

・一部の受益者（登録者）に限定した事業であり、公正ではない。

・受益者負担額と公的負担額との均衡がとれていない。（受益者負担額は、880万円で一人当たり146円、公的負

担額は、1,050万円で一人当たり175円）

（１）１次評価者としての評価結果（１）１次評価者としての評価結果（１）１次評価者としての評価結果（１）１次評価者としての評価結果

　一日の利用者は徐々に増えており、現在130人から150人となっている。また、市民の利用も全体の

80％で、熟年層の利用が急速に伸びており、健康体力づくりへの強い関心が伺える。

　新規登録者も順調に推移している。反面、広報不足は否めない状況にあるため、市民にわかりやす

い情報提供を行っていく。

目的を達成するには、この事務事業の他

（民間・国県を含む）に方法があるか？

↓

他に手段がある場合

(1)具体的にはどのような事務事業か？

(2)類似事業との統廃合ができるか？類似

事業との連携を図ることにより、成果の向

上が期待できるか？

(2)

・施策が異なる市が設置したトレーニングルームは、施設ごとに指導員派遣業務を委託しており、非効率的である。

・全施設一括に指導員派遣業務を委託することで、効率的な業務が遂行できる。

効

率

性

評

価

⑦ 事業費の削減余地

（表面トータルコストの事業費部分）

事業費を削減できないか？（経費の精査、

過剰仕様の適正化、回数削減、住民の協

力、アウトソーシングなど）

・委託契約を一本化することにより削減できる。

⑧ 人件費の削減余地

（表面トータルコストの人件費部分）

やり方の工夫（業務プロセスの改善など）

や臨時職員の活用・委託により、正規職員

の延べ業務時間を削減できないか？

・指導員派遣委託業務については、人件費の割合は少ない。

有

効

性

評

価

④　成果の現状水準

あるべき水準や目標に達しているか？近

隣市や類似団体と比較してどうか？

・記入したカルテをもとに利用しているが、きちんと自己管理して運動結果を残せているか問う面では、まだ向上の

　余地がある。（利用満足度のアンケートをとる。）

⑤ 成果の向上余地

次年度以降の成果向上が期待できるか？

事務事業を取り巻く環境変化等を考慮する

とどうか？

・トレーニング機器を活用した効率的かつ効果的な健康体力づくり等、定期的な広報活動（広報誌、市ＨＰ、ちらし

の配布）で、多くの市民の利活用を促す。

⑥ 類似事業との統廃合・連携の

    可能性
(1)

目

的

妥

当

性

評

価

① 政策体系との整合性

この事務事業の目的は市の政策体系に結

びつくか？意図することが上位目的に結び

ついているか？

・スポーツにおける健康体力づくりの推進に結びついている。

② 対象・意図の妥当性

対象を限定・追加すべきか？意図を限定・

拡充すべきか？

・市民一人ひとりの体力に応じた健康づくりが、いつでも行える体制を組んでいる。

③ 行政関与の妥当性

なぜこの事業を市が行わなければならない

のか？税金を投入して実施すべきか？

・生涯スポーツの推進は、地方公共団体において責務である。

・健康管理と体力作りは自己責任ではあるが、公的共助も必要大である。

事務事業名

健康づくり運動推進事業

トレーニング指導員派遣委託料の評価

課名 体育振興課 班名 体育施設班


